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はじめに 

我が国のインフラが今後急速に老朽化することが予測される中、国及び地方公共団体等

が管理するあらゆるインフラを対象に、国及び地方公共団体等が一丸となってインフラの

戦略的な維持管理を推進するため、平成 25 年 11 月 29 日に開催された「インフラ老朽

対策の推進に関する関係省庁連絡会議」において、「インフラ長寿命化基本計画」が策定

された。 

これを受けて文部科学省は、所管施設等の長寿命化に向けた各設置者の取組を推進する

ため、「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を平成 27 年 3 月に策定し

た。その内容は、各公立大学法人の長あてにも通知（26 文科施第 569 号）された。 

 

これまで、本学は、北部広域市町村圏事務組合（以下「設立団体」という。）の理事長

から「施設整備計画に基づいて既存施設の効率的な維持・管理を行うとともに、長期的な

展望に立ち、計画的な整備を行い、有効活用を図る」こととする第 2 期中期目標が指示

された。これに基づき、本学は、「公立大学法人名桜大学中期施設整備計画  第 2 期

（平成 28 年度～平成 33 年度）」を策定し、計画的な施設整備を図るなど、老朽化対策

推進に資する様々な施策に取り組んでいるところである。 

 

さらに、本学は、インフラの維持管理等に係るトータルコストの縮減を図り、必要な予

算の確保を進めていくため、中長期的な将来の見通しを把握し、これを一つの目安として

の戦略を立案し、インフラ長寿命化計画を策定することとした。 

 

なお、策定に当たっては、「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年  

文部科学省）」を活用し、随所に内容や図表等を引用している。 

 

  



 

2 

 

  



 

3 

 

行 動 計 画 編 



 

4 

 

  



 

5 

 

 

Ⅰ．名桜大学インフラ長寿命化計画の背景・目的等 

 

１．背景 

名桜大学は、平成 6（1994）年に名護市を中心とする北部 12 市町村と沖縄県の創設

資金によって設立された。その後、様々な変革を経て、平成 22（2010）年 4 月 1 日

を期して私立大学から地方独立行政法人法に基づいた公立大学に改組転換するという大

改革を行い、県内で３つめの公立大学に生まれ変わった。法的な身分は、学校法人名護

総合学園から公立大学法人名桜大学へと変わったが、「平和・自由・進歩」の建学の精

神をそのまま継承し、現在に至っている。  

本学の敷地は、257,249 ㎡（うち名護市所有地  140,405.98 ㎡）であり、施設は、開

学時に講義棟・附属図書館・研究棟・福利厚生棟（食堂・売店）・留学生センター（１

階部分）が建設され、その後、平成 7（1995）年に体育館・課外活動施設、平成 8

（1996）年に本部棟、平成 13 年（2001）年に第 2 課外活動施設、平成 16 年

（2004）年に学生センター、平成 17（2005）年に屋内プール、平成 18（2006）年に

人間健康学部実験実習棟、平成 20（2008）年に第３課外活動施設が順次整備された。  

さらに、公立大学法人化後、平成 26（2014）年に福利厚生棟の一部（売店）を取り

壊し、学生会館 SAKURAUM を建設し、平成 27（2015）年に第 4 課外活動施設（プ

レハブ）、平成 29（2017）年に体育器具庫を建設し、教育環境整備を進めた。 

また、キャンパス内には、名護市からの指定管理施設として、平成 11（1999）年に

多目的ホール・留学生センター（2～4 階増築部分）、平成 12（2000）年に総合研究

所、平成 16（2004）年に北部生涯学習推進センター、平成 21（2009）年に北部地域

看護系医療人材育成支援施設（人間健康学部看護学科棟）が設置され、教育・研究・地

域貢献に活用されている。  

このように、本学は、開学 25 年を経過し、ライフラインを中心に今後急速な老朽化

の進行が予測されている。また、今後は、大規模改修や建替えに多額の費用が必要とな

ると考えられており、施設の維持管理が重要な課題となっている。 
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２．目的 

前述のとおり、本学は、大学のポテンシャルを最大限に引き出し、個性と魅力あふれ

るよりよい教育研究環境の確保を目指して、施設の狭隘化の解消、省力化の推進を基本

としつつ、教育改革に伴う学修支援、学生支援、学生参加型の授業に対応できるよう施

設整備を進めてきた。 

一方で、塩害等による建物のひび割れ・剥離・剥落（鉄筋の露出）や電気設備、空調

設備、給排水設備等の不具合が増加し、施設設備の老朽化が進行している。こうした

中、本学は、保有施設を最大限有効活用しながら、計画的な修繕・改修等の対策が重要

であり、特に老朽化施設・設備等については、事故未然防止と、研究機能等確保のた

め、整備実態の把握及び的確な点検を進め、計画的に対策を実施することが必要であ

る。  

それには、施設の老朽化対策について、優先順位を付け、効率的・効果的な老朽化施

設の再生によるトータルコストの縮減・予算の平準化等を加味した上、施設の健全性及

び安全性の確保を目的として、インフラ長寿命化計画を策定する。また、当計画によ

り、設立団体及び地域住民の理解促進を図ることを目的とする。 

 

３．計画期間 

計画期間は、第 2 期及び第 3 期中期目標・中期計画（令和 2（2020）年度から令和 9

（2027）年度）とする。  

なお、長寿命化の取組みは、計画期間以降も継続するものとする。 

 

４．対象施設 

キャンパス内のすべての施設（名護市指定管理施設含む）を対象とする。  

  



 

7 

 

Ⅱ．本学施設の目指すべき姿 

 

１．名桜大学の目指すべき方向性について 

本学は、設立団体の理事長より、平成 28 年 1 月 8 日付の第 2 期中期目標の中で「施

設整備計画に基づいて既存施設の効率的な維持・管理を行うとともに、長期的な展望に

立ち、計画的な整備を行い、有効活用を図る」ことが指示された。 

これに対し、第 2 期中期計画において、「教育研究の充実を図るため、長期展望に立

った施設整備計画を策定する」とし、「公立大学法人名桜大学中期施設整備計画」を策

定した。その中で「本学の講義棟、研究棟などについて、劣化調査を行い、建物等の長

寿命化を図るための大規模改修、部分改修を計画する」としている。このことから、第

2 期中期計画においては、新規事業を計画的に実施するかたわら、修繕が必要な箇所を

優先して補修または部分改修を行っている。 

令和 4 年度からの第 3 期中期計画においても、引き続き建物等の長寿命化を図るため

の大規模改修、部分改修の計画を策定し、実施することとする。 

なお、改修等の実施にあっては、定期的に点検・診断を行い、その結果を踏まえた修

繕・改修計画を策定し、当該計画に基づいて日常的な修繕や大規模改修等の対策を実施

していくという「メンテナンスサイクル」を構築する。 

 

【メンテナンスサイクル】 

点検・診断 → 計画の策定 → 対策の実施 

 

 

厳しい財政状況の中でも、施設の「メンテナンスサイクル」を着実に運用していくた

めに、これまでの新規事業（新築・増築）中心から長寿命化（修繕・改修）への転換に

より中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減を図るとともに、行動計画・個

別施設計画の策定を通じ、予算の平準化に努めていく。その際には、利用実態等の実情

や今後の需要等を踏まえた既存施設の効果的、効率的なストック管理を行うことにも留

意する。 

 

  



 

8 

 

２．本学と取り巻く設立団体等の施設施策の動向 

（１）設立団体の動向 

本学は、平成 6 年の開学以来、前述のとおり、講義棟などの教育研究の環境整備を進

めてきた。その財源は、沖縄県及び北部 12 市町村からの創設事業補助金及び各年度の

自己収入の一部を積み立てて対応してきた。 

公立大学法人化後は、設立団体から自助努力が求められ、運営費交付金の一部及び目

的積立金等の自己財源の範囲内で教育研究の環境整備を行ってきた。 

これらの状況を踏まえ、将来にわたって充実した教育研究の環境を整備するため、設

立団体との協議の上、平成 28 年度に「北部広域市町村圏事務組合公立大学法人名桜大

学施設整備基金条例」を制定し、設立団体に基金を積み立てることとした。 

これにより、これまで運営費交付金等を捻出してきた施設整備費の財源に代えて、同

基金から施設整備補助金として設立団体から本学に交付されることとなった。 

（２）名護市の動向 

前述のとおり、キャンパス内には、名護市指定管理施設である５つの建物が立地して

いる。名護市においては、本学への移管を含めて今後の方針を検討しているところであ

る。 

 

３．本学施設の目指すべき姿 

大学の有するポテンシャルを最大限に引き出し有効活用するため、施設整備計画の基

本方針に基づき、学生や社会のニーズに対応した施設整備を検討し、個性と魅力あふれ

るより良い教育研究環境の確保を目指す。 

① 施設の定期的な点検・診断により、修繕・改修計画を策定し、計画的な老朽施設の

改善、事故防止対策を講じた施設 

② 防災機能強化のための非構造部材の落下防止対策および施設の防犯対策を推進する

ことにより、安心・安全を十分に確保した施設  

③ バリアフリー化の推進及び構内の環境衛生面に配慮した点検を実施し、整備するこ

とにより、学生、教職員、また地域の利用者にも安心・安全で快適な施設 

④ アクティブラーニングスペースやラーニングコモンズなどの学生スペースの確保及

び学生生活環境の改善により、効果的・効率的な教育研究環境の充実 
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⑤ セキュリティ対策を講じた情報システムの構築・情報環境を計画的に整備し、効率

的・経済的な ICT 環境の充実 

⑥ 省エネ意識を高めるため、学生にとっては母校、地域の利用者にとっては公共施設

である大学施設に愛着をもって大切に活用するという省エネの意識啓発を通した環

境づくり 

 

Ⅲ．本学施設の実態 

 

１．本学施設の概要 

本学には平成 31（2019）年 3 月末時点で、26 棟 46,237.74 ㎡の建物があり、このう

ち、20 棟 31,258.70 ㎡が本学の所有建物で、7 棟（施設の増築分を含む）14,979.04 ㎡は

前述の通り、名護市所有の建物を本学が指定管理委託を受けて管理、運営を行っている。 

本計画では原則としてキャンパス内のすべての施設を対象としているが、下表 3-1 の番

号 25 の駐輪場は壁面を有していない建築物で、不動産登記法上の建物に該当しないた

め、また、番号 26 の警備室はその延床面積が 10 ㎡未満と小規模であるため、計画の対象

から除外した。一方、令和 2（2020）年 2 月に完成の附属図書館増改築部分及び研究室増

築部分については、今後の更新費用等を反映させるため、推計の対象に含めた。 

現在保有する建物の築年別の整備状況を図 3-1 に示した。すべて新耐震基準の建物とな

っているが、開学から 25 年余りが経ち、空調やエレベーター等、建物に付属する設備の

更新が毎年度発生している。 

 

図 3-1．築年別整備状況 
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表 3-1．対象建物一覧 

 

 

２．本学施設の老朽化状況 

（１）構造躯体の健全性の評価 

構造躯体の健全性の評価については、今後の維持・更新コストの試算における「長寿

命化対象施設」と「長寿命化対象ではない施設（改築）」の区分を明らかにするため、

長寿命化に適さない可能性のある建物を簡易に選別することを目的として実施した。本

計画の対象となる建物はいずれも新耐震基準に基づいて建設されているため、本計画の

策定段階においては、すべて「長寿命化対象施設」と判断した。ただし、長寿命化対象

とみなすのは、今後の維持・更新費用を試算するための区分であり、今後の各施設の維

持管理の方向性を決定するものではない。 

番号 建物名称 延床面積 建築年月日 階数 構造 所有 計画対象 備考

1 屋内プール 929.42 H17.3.30 1階 RC造 名桜大学 〇

2 第2課外活動施設 717.94 H13.3.30 2階 RC造 名桜大学 〇

3 福利厚生棟 985.15 H6.3.22 2階 RC造 名桜大学 〇
H26.12.19 一部取り壊し

（売店部分）324㎡減

4 体育館・第1課外活動施設 1,770.35 H7.1.31 2階 RC+S造 名桜大学 〇
H8.3.29 課外活動施設7室

増築（面積の変更なし）

5 多目的ホール 2,872.00 H11.6.3 3階 RC+S造 名護市 〇

6 学生センター 338.34 H16.12.27 2階 CB造 名桜大学 〇

7 実験実習棟 2,376.60 H18.3.23 4階 RC造 名桜大学 〇

8 第3研究棟 683.15 H19.3.19 2階 CB造 名桜大学 〇 H20.12.18 大学が買取

9 北部生涯学習推進センター　講義・研修エリア 2,878.00 H16.9.14 2階 RC+S造 名護市 〇

10 北部生涯学習推進センター　実習・演習エリア 2,195.43 H16.9.14 1階 RC+S造 名護市 〇

11 北部生涯学習推進センター　滞在型研修室 1,123.52 H16.9.14 2階 RC造 名護市 〇

12 北部看護系医療人材支援施設（看護学科棟) 3,762.00 H21.3.10 3階 RC造 名護市 〇

13 学生会館（ＳＡＫＵＲＡＵＭ） 6,191.12 H26.12.19 6階 RC造 名桜大学 〇

14 研究棟（大学院） 2,985.82 H6.3.22 6階 RC造 名桜大学 〇
H12.11.30 2階に大学院を

増築（面積の変更なし）

15 本部棟 2,081.88 H8.2.26 4階 RC造 名桜大学 〇

16 図書館棟 1,933.96 H6.3.22 1階 RC造 名桜大学 〇

17 講義棟 5,076.58 H6.3.22 3階 RC造 名桜大学 〇

18 総合研究所 847.86 H12.3.17 2階 RC造 名護市 〇

19 第2研究棟（既設図書館2階） 568.31 H16.11.20 2階 RC造 名桜大学 〇

留学生センター（1階部分） 799.44 H6.3.25 1階 RC造 名桜大学 〇

留学生センター（増築） 1,300.23 H11.2.23 2階～4階 RC造 名護市 〇

21 売店 92.74 H27.1.19 1階 LGS造 名桜大学 〇

22 第4課外活動施設 160.38 H27.4.1 1階 LGS造 名桜大学 〇

23 体育器具庫 247.74 H29.7.25 1階 RC造 名桜大学 〇

24 図書館増改築及び研究室増築 3,020.62 R2.2.12 5階 RC造 名桜大学 〇

25 駐輪場 289.80 H27.9.29 1階 S造 名桜大学 ×

26 警備室 9.36 1階 RC造 名桜大学 ×

20
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（２）構造躯体以外の劣化状況等の評価 

構造躯体以外の劣化状況等の評価については、建築基準法第 12 条に基づき実施して

いる建物の損傷や腐食などの劣化状況に関する定期点検（以下、12 条点検とする）の結

果を活用し、各建物の劣化状況の把握を行った。劣化状況の評価においては、12 条点検

の点検項目を「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年 文部科学

省）」に基づき、建物ごとの屋根・屋上、外壁、内部仕上、電気設備、機械設備の５つ

の部位に当てはめて評価を行った。屋根・屋上、外壁、内部仕上については、12 条点検

の目視調査による劣化・損傷具合から評価し、電気設備、機械設備については、過去に

行った工事などの実施年度から経過年数を算出し、評価した。 

それぞれの部位の劣化状況の評価については、屋根・屋上、外壁は、改修後 10 年以

内のものや汚れている程度でありおおむね良好なものをＡ、部分的なひび割れや雨水排

水不良などの劣化があるものをＢ、広範囲にひび割れ、雨水排水不良などの劣化や内部

に小規模な雨漏り痕があるものをＣ、広範囲に幅広のひび割れや内部に複数の雨漏り痕

があり、早急に対応する必要があるものをＤとして、４段階による評価を行った。電気

設備、機械設備は、経過年数が 20 年未満のものをＡ、20 年～40 年未満のものをＢ、40

年以上のものをＣ、経過年数に関わらず著しい劣化の事象がある場合をＤとして４段階

による評価を行った。 

４段階評価を行った上で、Ａを 100 点、Ｂを 75 点、Ｃを 40 点、Ｄを 10 点とし、

100 点満点で数値化した健全度という評価指標を算定する。健全度は数値が小さいほど

劣化が進んでいることを示している。図 3-2、3-3 に評価基準と健全度の計算例を示

す。 

 

図 3-2．評価基準の計算方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年 文部科学省）  
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図 3-3．健全度の計算方法 

 

 

 

 

 

出所：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年 文部科学省） 

（３）評価結果 

各建物の評価結果を表 3-2 に示した。外壁については屋内プール、福利厚生棟、留学

生センターの 3 棟、内部仕上については屋内プール及び福利厚生棟の 2 棟で C 判定とな

っているが、その他の建物の外壁、内部仕上、屋根・屋上については A もしくは B 判定

となっている。電気設備については、いくつかの建物で照明の LED 化を実施している

が、築 20 年以上経過している建物で、大規模な改修が実施されていない建物もあるこ

とから 7 棟が B 判定となっている。機械設備については、築 20 年を超える建物で空調

機器の更新工事を実施していることから、体育館及び留学生センターのみが B 判定で、

その他の建物については A 判定となった。健全度は外壁や内部仕上に C 判定があった 3

棟と機械設備を除く 4 つの部位で B 判定となった講義棟を除くと、80 点以上と高い値

となっている。 
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表 3-2．劣化診断評価結果 

  

 

３．本学の財政状況と施設関連関係予算の状況 

（１）施設関連経費の推移 

直近 6 年間の施設の整備にかかる費用ならびに維持管理にかかる主要な費用を図 3-4

に示した。平成 26（2014）年度の施設整備費が突出しているが、平成 25（2013）年

度から平成 26（2014）年度にかけて学生会館「SAKURAUM」の建設を実施したこと

による。平成 28（2016）年度には多目的新グラウンドやテニスコートの整備を実施し

屋内プール H17.3.30 929.42 C C B A A 58

第2課外活動施設 H13.3.30 717.94 B A A A A 93

福利厚生棟 H6.3.22 985.15 C C B B A 55

体育館・第1課外活動施設
H7.1.31

H8.3.29増築
1,770.35 A B B B B 82

多目的ホール H11.6.3 2,872.00 A B A B A 87

学生センター H16.12.27 338.34 A B A A A 91

実験実習棟 H18.3.23 2,376.60 A B B A A 89

第３研究棟 H19.3.19 683.15 A B A A A 91

北部生涯学習推進センター　講義・研修エリア H16.9.14 2,878.00 A B A A A 91

北部生涯学習推進センター　実習・演習エリア H16.9.14 2,195.43 A A A A A 100

北部生涯学習推進センター　滞在型研修室 H16.9.14 1,123.52 B B A A A 84

北部看護系医療人材支援施設（看護学科棟） H21.3.10 3,762.00 A B A A A 91

学生会館（ＳＡＫＵＲＡＵＭ） H26.12.19 6,191.12 B A A A A 93

研究棟（大学院）
H6.3.22

H12.11.30増築
2,985.82 A B B B A 85

本部棟 H8.2.26 2,081.88 A B B A A 89

図書館棟 H6.3.22 1,933.96 B B A B A 80

講義棟 H6.3.22 5,076.58 B B B B A 78

総合研究所 H12.3.17 847.86 A A B A A 98

第２研究棟（既設図書館２階） H16.11.20 568.31 A A A A A 100

留学生センター（1階部分+増築部分）
H6.3.25

H11.2.23増築
2,099.67 C B B B B 65

健全度

全体
機械設備電気設備屋根・屋上建築年月日 延床面積 内部仕上外壁施設名
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ており、平成 30（2018）年度からは附属図書館増改築工事及び研究室増築工事に着工

していることが、他の年度と比較して施設関連経費が高い要因となっている。過去 5 年

間の施設整備費の平均は約 7.6 億円となっているが、平成 30（2018）年度より着工し

ている附属図書館増改築工事及び研究室増築工事以降、大規模な建設事業は予定されて

いないことから、今後の施設関連経費については、既存施設の修繕、更新分が主となる

見込みであり、年間 2～3 億円前後を見込んでいる。 

 

図 3-4．施設関連経費の推移       

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ランニングコストの推移 

直近 6 年間の施設の主なランニングコストを図 3-5 に示した。水道光熱費について

は、過去 6 年間、微増の傾向が続いており、平成 25（2013）年度から平成 30

（2018）年度の 6 年間で約 1,400 万円増加している。修繕費については、概ね 1,000 万

円～2,000 万円で推移しているが、平成 27（2015）年度、平成 30（2018）年度のよう

に大規模な修繕が発生している年度もある。 

 

図 3-5．ランニングコストの推移 
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Ⅳ．本学施設整備の基本的な方針等 

 

１．本学施設の規模・配置計画等の方針 

これまで、本学ではよりよい教育研究環境の確保を目指して施設の整備を進めてきた。

2020 年 2 月に完成した附属図書館増改築及び研究室増築工事の完了後は、延床面積の大幅

な増加が見込まれるような大規模な工事を予定していないことから、本学の施設の規模

は、現在所有する施設を同規模で維持し、最大限活用することを基本方針とする。ただ

し、今後学生の定数に増減が発生する場合には、施設改築時の規模の見直しや、必要とな

る施設の増築等を検討することとする。また、指定管理委託を受けて管理・運営を行って

いる名護市所有の 5 施設については、その管理の在り方（名護市から公立大学法人への移

管など）についても今後協議を行う必要がある。 

 

２．改修等に関する基本方針 

建物は、躯体の部位やその仕上げの方法、各種設備の種類によって耐用年数が異なる要

素が組み合わされて成り立っている。躯体を長期間に渡り使用することを想定する場合、

建物の部位や設備を適切な周期で更新することが重要となる。沖縄県内の施設については

潮風による塩害の影響で、躯体の更新周期が他の地域よりも短くなる傾向があるため、法

定耐用年数と、予防保全のための改修・更新の周期を下表 4-1 に取りまとめた。 

 

表 4-1．法定耐用年数と改修・更新周期 

  部位・設備
法定耐用

年数

改修・更新

周期
備考

屋上防水 10 25

外壁 10 25

照明設備 15 20

空調設備 13 30

昇降機 17 40 部分改修20年

電力設備 15 30

受変電設備 15 30

上水・排水・ガス管設備 15 30

ボイラー設備 13 30

受水槽 15 30

ポンプ設備 15 30

※屋上防水及び外壁については、本学の改修工事の実績から設定。

※その他の部位については、他大学の事例等を参照に設定。
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Ⅴ．基本方針等を踏まえた施設整備の水準等 

 

１．改修等の整備水準 

同一施設を長期間にわたって使用する場合、その改修等の整備水準は機能面での維持だ

けではなく、使用期間内において変化する社会的要求にも対応した性能水準を確保するこ

とが重要となることから、改修工事の設計の合理性や費用対効果も考慮し、最適な仕様を

検討することとする。 

以下、想定される改修内容を示す。 

１）屋上防水の性能向上 

２）屋根・屋上及び外壁の塩害対策 

３）トイレや調理室等のドライ化 

４）LED 照明、高効率空調等、省エネルギー設備の導入 

５）バリアフリーへの対応 

６）既存不適格の解消 

７）防災・防犯機能の向上 

 

２．維持管理の項目・手法等 

本学施設における主な点検・調査には、法令で義務付けられている建築基準法第 12 条

に基づく点検や、設備機器の定期点検等があるが、建物の老朽度を把握する老朽度現地調

査を継続的に行うことで老朽箇所のトレースや危険箇所の早期発見、適切な修繕を早期に

実施することが可能となる。 

日常点検の確認事項や老朽度調査にあたっての評価項目を定めた調査マニュアルを作成

し、定期的に点検・調査を行うこととする。原則として５年毎に点検を実施し、劣化状況

評価を更新していく。劣化状況に大きな変化が見られる建物については、早急に修繕を行

い、機能の回復を図る。 

 

○日常点検    

主に修繕や小規模工事で対応する不具合箇所や危険箇所の把握を目的とし、年１回 

を目安として施設課職員によって点検を実施する。    
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○老朽化現地調査    

学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書に掲載されている「劣化状況調査表」を用い

て目視・打診等により建物の老朽度を棟別に評価し、総合的な老朽度を調査する。3 年に

１回を目安として、建築基準法第１２条点検とは別途で施設課職員が調査を実施する。 

 

表 5-1．劣化状況調査表様式 
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Ⅵ．長寿命化の実施計画 

 

１．改修等の優先順位付け 

長寿命化を図る施設の性能維持のための整備の優先順位の考え方は、整備後の経過年数

を基本とするが、施設の劣化・損傷状況、当該施設が果たす役割、利用状況、重要性等を

考慮し、総合的に優先順位を判断する。改修の時期については、以下で定める目標となる

改修サイクルの到来時期に実施することを目安とするが、改修サイクル到来時の劣化・損

傷状況や改修予算の平準化等を考慮し、多少前後することを可とする。 

 

２．長寿命化のコストの見通し・長寿命化の効果  

今後 40 年間で発生する建物の大規模改修、長寿命化改修、改築、運営に要する費用の

推計を行った。推計には文部科学省が配布している更新費用推計用のエクセルソフト

（1.22）を用いた。 

 

（１）推計の条件 

現在保有している建物を同規模で保持し続けることを想定し、下表 6-1 の条件で推計

を行った。 

表 6-2．将来更新費用の推計条件 

項目 推計条件 

大規模改修 

建設後 20 年・60 年で実施（工事期間 1 年） 

長寿命化改修を実施しない場合： 

更新費用＝更新単価×0.5×延床面積 

長寿命化改修を実施する場合： 

更新費用＝更新単価×0.25×延床面積 

長寿命化改修 
建設後 40 年で実施（工事期間 2 年） 

更新費用＝更新単価×0.6×延床面積 

長寿命化改修工事を 

実施しない場合の改築 

建設後 40 年で実施（工事期間 2 年） 

更新費用＝更新単価×延床面積 
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項目 推計条件 

長寿命化改修工事後の 

改築 

建設後 70 年で実施（工事期間 2 年） 

更新費用＝更新単価×延床面積 

更新単価 
学生会館の建設費用から 1 ㎡あたりの建設単価を設定 

1,871,000 千円÷6,802 ㎡＝約 275 千円 

 

（２）更新費用の試算結果（従来型） 

長寿命化改修工事を実施せず、耐用年数として設定した築 40 年で改築を実施するこ

とを想定した場合、今後 40 年間で見込まれる更新費用の総額は約 191 億円で、1 年あ

たり 4.8 億円となった。開学時から使用している建物は 2033 年から一斉に改築時期を

迎えることから、年間約 23 億円の事業費が見込まれる年度もある。過去の施設関連経

費は学生会館の建設等を実施した時期の額であり、今後は確保可能な予算額を年間 2～3

億円前後と想定していることから、平準化を図った後でも、想定事業費のおよそ 2 倍近

い事業費が見込まれる試算結果となった。 

図 6-1．将来更新費用推計（従来型） 
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（３）更新費用の試算結果（長寿命化型） 

改築が到来する時期に長寿命化対策工事を実施し、建物機能向上をすることで、同じ

施設をより長期にわたって使用することを想定した場合、今後 40 年間で見込まれる更

新費用の総額は約 128 億円で、1 年あたり 3.0 億円となった。2033 年以降の改修につい

ても、依然として他の年度と比較すると突出した事業費となってはいるが、事業費が最

大となる 2034 年度でも約 15 億円と従来型と比較して約 8 億円の減少が見込まれる推計

となった。 

図 6-2．将来更新費用推計（長寿命化型） 

  

（４）長寿命化改修の効果 

長寿命化改修を実施し、同じ建物をより長い期間使用することで、40 年間の更新費用

が 63 億円、1 年あたり約 1.8 億円を削減できることが試算された。長寿命化改修を実施

する想定では、年間平均 3 億円と想定している予算の範囲内ではあるが、開学当時から

使用している建物の一斉更新等、複数の建物の更新が重なる時期がいくつか見受けられ

ることから、老朽化状況等を確認した上での更新実施時期の調整を検討することとす

る。  
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改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）
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・委託費



 

21 

 

３．計画期間内の実施計画 

本計画の計画期間にあたる令和 2（2020）年度から令和 9（2027）年度にかけての施

設関連費用について、本計画策定時点で予定されている改修工事の見込額を図 6-3 に取

りまとめた。各年度に予定されている改修工事の内容と予算の見込額については、巻末

の施設整備実施計画に示した。 

各年度の予算の中で施設関連費用に充てることのできる額（財政制約ライン）を 3 億

円と設定し、計画されている事業を年度ごとに積み上げた結果、構内のネットワーク機

器等の更新と看護学科棟の空調設備の工事が重なる令和 3（2021）年度では、財政制約

ラインの概ね倍となる約 5 億 8,600 万円の施設関連費用が見込まれた。 

現時点で見込まれている施設関連費用の平均額は約 1 億 9,000 万円となっており、財

政制約ラインの範囲内には収まっている。今後追加で発生する施設の老朽化対策工事等

も含め、事業費の総額が高くなる事業については、単年度に実施する事業範囲を選定

し、1 事業を複数年にわたって実施することも含め、財政制約ラインを基準とした施設

関連経費の平準化を目指す。 

 

図 6-3．計画期間内の施設関連費用の見込額 
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Ⅶ．長寿命化計画の継続的な運用方針 

 

１．情報基盤の整備と活用 

長期にわたり、本学の有する各建物や付属設備を適切に管理するためには、下記の項目

について管理用のデータを構築し、点検、診断、更新等の履歴を一元的に管理し、蓄積し

ていくことが重要となる。 

本学では主に以下のデータを蓄積することとする。 

・建物台帳データ及び修繕履歴データ 

・建物付属設備台帳データ及び建物付属設備更新データ 

・法定点検記録データ 

・日常点検記録データ（劣化状況調査表） 

・日常点検記録写真データ 

 

２．推進体制整備 

本計画を継続的に運用していくため、財務部施設課が中心となって、本計画に係る進捗

状況の管理、施設の維持管理や更新に必要な予算確保を含む施設マネジメントを推進す

る。また、各年度の維持管理や更新に係る工事の優先順位の判断に際しては、施設整備検

討委員会にて、全学的な立場からの審議を行うこととする。 

また、不具合箇所の早期発見、早期対応につながるよう、日常的な施設の点検を実施

し、そのデータを一元的に集約して管理する。 

 

３．フォローアップ 

本計画は、施設の改修や建替えの優先順位を設定するものであり、年次及び個別の事業

については事業実施の都度、事業費の精査を行う。また、建物の劣化状況や各種点検・診

断の結果、財政状況等の変化等を勘案し、本計画の見直しを適宜図るものする。 
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用語の定義 

インフラ 

インフラストラクチャー（infrastructure）の略基礎、下部構造などを

指し、一般的には上下水道や道路などの社会基盤のことをいう。 

広い意味では、ダム・道路・港湾・発電所・通信施設などの産業基

盤、及び学校・病院・公園などの社会福祉・環境施設が該当する。本

計画では、本学キャンパス内にある全ての建物及びその付属設備をい

う。 

メンテナンス 

サイクル  

インフラを維持管理するための点検・診断の結果に基づき、必要な対

策を適切な時期に、着実かつ効率的・効果的に実施するとともに、こ

れらの取組を通じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録

し、次の点検・診断等に活用することをいう。 

事後保全 
インフラの機能が損傷した後に修繕等を実施し、機能の回復を図るこ

とをいう。 

予防保全 

施設特性を考慮の上、安全性や経済性を踏まえつつ、損傷が軽微であ

る早期段階に予防的な修繕等を実施することで機能の保持・回復を図

ることをいう。 

部位 インフラの維持管理・更新等の対象とする部分の名称をいう。 

補修 
劣化した施設や設備を通常使用する範囲で支障の無い程度まで回復す

ることをいう。 

修繕 劣化した施設や設備を当初の性能水準まで回復することをいう。 

改修 
劣化した施設や設備の機能を向上させ、当初の性能水準を超えるよう

にすることをいう。 

更新 
劣化した部材、部品、機器などを新しいものに取り替えること。※修

繕として行うことも、改修として行うこともある。 

日常点検 目視や触接等の簡易な方法により、巡回しながら日常的に行う点検。 

技術基準類 

インフラの維持管理・更新等に必要な法令や要領、基準、マニュアル

等の基準類を全体として過不足なく、整合性をもって体系的に整備し

たものをいう。 

 


